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筆者は前稿 (1994)I)において、比較経済体制論の伝統的枠組みを検討し、従
来の体制論の欠陥を 2つに大別した。そのひとつは、経済システムそのものの
内容が乏しく、現実の経済システムの多様性を捉えきれないこと。もうひとつ
は、この第 1の欠陥と大きく関係するが、その分析そのものが静態的性質のも
のになり、経済システムの動き・変化を捉えられないこと、であった。そして、
こうした欠陥が新古典派の経済理論に従来一般に欠如していた制度と時間（変
化）という 2つの視点に大きく関わることを指摘した上で、「制度の経済学」
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(Institutional Economics/ the Economics of Institutions) と「制度変化の
経済理論」 (EconomicTheory of Instituitonal Change)がこうした視点をシ
ステム分析のなかに組み込む大きな可能性をもつことを指摘した。
本稿では、旧社会主義諸国の市場経済への移行の試みに焦点を当てながら、
体制移行の急進的アプローチ (radicalapproach)の特徴を批判的に検討し、
それを克服するための視点として「制度の経済学」、「制度変化の経済理論」、お
よび「進化論的経済学」 (EvolutionaryEconomics)を論じ、さらにそれらと
「移行の経済学」 (TransitionalEconomics)との関連を明らかにすることを通
して、前稿で指摘した経済体制論の質的発展の可能性を探ってみることにした
い。
I. 体制移行の急進的アプローチ
a. 1989年東欧革命2)
1989年の東欧革命に端を発する今回の旧ソ連・東欧における社会主義経済体
制から資本主義経済体制への移行の実験は、おおむね計画と国有制度の経済シ
ステムを急速に市場と私有制度の経済システムヘ転換しようとする急進的なア
プローチ3)であったが、その後数年が経過した現在そのプロセスを振り返ると
き、とりわけ改革の 2つの柱であった私有・民営化 (privatisation)と安定化政
策については、表1、表2、表3にみられるように、その改革は決して当初の
意図通りには進んでいない。性急にすぎた諸改革は、国民に自由をもたらした
が、同時に超インフレや生産の減退、さらには官僚の汚職やマフィアの犯罪の
横行を招き、貧富の差を拡大させた。したがって、今、旧ソ連・東欧において
試みられたいわゆるショック・セラピー政策ないしビッグ・バン政策（あるい
は、移行政策一般）がなぜ意図通りの成果を上げえなかったのかを根底から問
い直す必要があるといっていいだろう。
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表 1 GDPに占める民間部門の比率 (94年央時点の推定、％）
▽東欧 ▽ CIS 
チェコ 65 ロシア 50 
エストニア 55 アルメニア 40 
ハンガリー 55 キルギスタン 30 
ラトビア 55 ウクライナ 30 
ポーランド 55 アゼルバイジャン 20 
スロバキア 55 グルジア 20 
アルバニア 50 カザフスタン 20 
リトアニア 50 モルドバ 20 
プルガリア 40 ウズベキスタン 20 
クロアチア 40 ベラルーシ 15 
マケドニア 35 タジキスタン 15 
ルーマニア 35 トルクメニスタン 15 
スロベニア 30 
出所） 「市場経済移行報告」、欧州復興開発銀行 (EBRO)、
「日本経済新聞」 1994年10月20日。
表 2 ロシア・東欧の主要生産物指標（年変化率）
年 アルパニア プルガリアチェコ ハンガリーポーランド スロペニア ラトピア ロシア
GDP 
1989 11. 7 -0.3 2.4 0.4 0.2 -0.5 
1990 -13.1 -9.1 -1.2 -3.3 -11.6 -4. 7 2. 7 -4.0 
1991 -29.4 -11. 7 -14.2 -11.9 -7 .6 -9.3 -8.3 -14.3 
1992 -6.0 -7. 7 -7 .1 -5.0 1.5 -6.0 -33.8 -22.0 
1993 11.0 -6.0 -0.5 -2.0 4.0 1.0 -19.9 -13.0 
粗工業生産物
1989 5.0 2.2 I. 7 -2.5 -0.5 1.1 3.1 1.4 
1990 -7.5 -17 .2 -3.3 -4.5 -24.2 -10.5 -0.2 0.1 
1991 -30.0 ~22.2 -24.4 ~19.1 -11.9 -12.4 0.6 -8.0 
1992 -16.2 -10.6 -9.8 4.2 ~13.2 -35.1 -18.0 
1993 -1.0 -9.3 -7. I 3.8 7.4 -2.8 -34.6 -16.2 
粗農業生産物
1989 10. 7 1.2 2.3 -1.3 1.5 0.3 3.9 1. 7 
1990 → 6.9 -6.0 -2.3 -3.8 -2.2 I. 7 -3.5 -3.6 
1991 -24.0 -6.4 -8.9 -5.0 -2.0 -3.3 -3.5 -4.5 
1992 ~12.5 -12.8 -22. 7 -11.9 -10.0 -13.8 -9.8 
1993 15.0 -20.1 -0.8 -25.0 2.2 -3.5 -11.5 -4.0 
出所） Poznanski (1995c) p.24. 
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表3 ロシア・東欧の主要経済指標
年 アルバニア プルガリアチェコ ハンガリーポーランド スロベニア ラトピア ロシア
失業率（年末）
1989 0.0 0.0 0.3 0.1 0.0 0.0 
1990 9.8 1.8 0.7 I. 7 6.1 5.3 0.0 0.0 
1991 9.4 11.5 4.1 7.4 11.8 10. l 0.1 
1992 26. 7 15.6 2.6 12.3 13.6 13.3 2.1 0.8 
1993 25.0 16.4 3.5 12.1 15. 7 15.4 5.8 I.I 
消費者物価指数（年変化率）
1989 6.2 1.4 17 .0 244. l 
1990 19.3 9.7 28.9 584. 7 
1991 104.0 254.3 56. 7 35.0 70.3 117. 7 172.2 216.4 
1992 266.0 79.4 11.1 23.0 43.0 201.3 949. 7 1020.0 
1993 72.9 20.8 22.7 36.9 32. 7 109.1 41.0 
実質賃金（年変化率）
1989 3.0 0. 7 8.3 18.4 4.6 
1990 6.9 -3. 7 -24.4 -26.5 5.3 8.7 
1991 -39.4 -25.0 -4.0 -0.3 -15.1 -29.2 -7 .2 
1992 19.2 10.1 -4.0 -2. 7 -2.8 -22. 7 -29.8 
1993 10.4 0.6 -1.6 -1.8 16.0 6. 7 -1. 7 
出所） Poznanski (1995c) p.25. 
b. ロシア革命
ところで、経済システムの移行（転換）というとき、今回の革命とロシア革
命4)との奇妙な類似点に気づく。すなわち、ロシア革命は当事のロシアの資本主
義体制から社会主義体制への急激な転換であったが、今回と同様に、その結果
は決して意図通りには運ばなかった。旧ソ連では、 1917年10月のロシア革命直
後、土地の国有化、銀行の国有化などを通して急速に経済の集権化、極端な共
産主義化が行われた。 1918年の中頃から1921年の中頃までの、いわゆる「戦時
共産主義」の時代である。この時代は、全工業の統制ないし国有化政策、私的
商業の禁止、農民余剰の押収（食糧割当徴発制）、および貨幣廃棄と無料配給の
試みなどによって特徴づけられる。これらの政策は、労働能力のあるすべての
者を働かせ、農業や工業の生産物をすべて国家が掌握し配給するという効果は
あったが、全体としては、ソビエト国家の管理能力を超えた工業までを国有に
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した結果工業生産を混乱させ、余剰食糧の徴発により農民の不満を増大させる
など、さまざまな問題を引き起こした。それが、平和の到来とともに爆発し、
各地で起こった大小の暴動の引き金となった。 1921年には、戦時経済から平和
政策への転換が図られ、余剰食糧徴発制の廃止、私的商業の合法化、中小工業
の国有化布告の廃止、通貨改革などにより、より分権的な資源配分システムへ
の転換が図られた。これが1921年から27年頃まで続いたいわゆるネップの時代
である。けれども、やがて資本形成の問題をめぐって「大論争」が起こり、 1920
年代末から1930年代初めにかけて再び急速な集権化（「大転換」）が図られ、い
わゆるソ連型の経済システムが確立していった。言うまでもなく、こうした急
進的な改革の結果は、多くの問題を引き起こし、大きな困難と犠牲を伴った。
C. 比較の枠組みと経済システム
このように、今回の革命と70年以上も前のロシア革命において共通するのは、
極めて急進的な改革が採られたにもかかわらず、あるいはむしろ急進的な諸政
策が採られたがために、多くの困難が引き起こされたということである。それ
では、この両革命に共通する現象は、どのようにして、なぜ生じたのであろう
か。
ロシア革命と今回の革命において急進的な改革が試みられた根本的な要因
は、それぞれの時点において採用された改革の背後にある基本認識にあったと
考えられる。つまり、ロシア革命時において、当事のロシアの置かれた後進的
な資本主義の現状・ 問題点がマルクス主義的なイデオロギーに染まった社会主
義的な立場から理解・判断された。旧ソ連では、上述のように、ネップの時代
の数年間を除き、経済の主要部分で急速な意思決定の集権化が試みられ、 1920
年代末までに、資本主義・分権的市場経済の世界のなかで、生産手段の国有と
集権的資源配分に基づくまったく異なる経済システムが導入された。もちろん、
これはマルクス主義の考え方に基づくものであったが、よく言われるように、
マルクスの研究そのものは資本主義体制の研究であって、社会主義的性質の新
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しい経済がどのようなものであるべきか（経済システムの性質の問題）、そして
それがどのように創造されるべきか（経済システムの創造方法の問題）という
点にはほとんど触れられていなかった。”その意味では、社会主義経済システム
は資本主義経済システムの欠陥を糾弾するための理想のシステムとして提唱さ
れていたにすぎない。さらに、 1920、30年代頃には集権的配分システムに関し
ては歴史上何ら確固たる経験が存在しなかったのであるから、旧ソ連において
集権的配分システムを導入するプロセスはおおむね未知のものへのステップで
あり、しかもそれが急速に行われたというところに、その改革の最大の特徴が
あった。6)また、それが目指したものは経済理論的にも問題の多い、そのままの
形では決して実現可能なものではなかった。このように、ロシア革命において
は資本主義の現実と社会主義の理想とが比較され、結果として私有と市場の市
場経済から国有と計画の社会主義経済への移行が急進的なプログラムの下で進
められた。
他方、今回の改革では、目標とされる経済システムの性質とその経済システ
ムの創造方法という点については、少なくとも改革の出発点においては、極め
て明瞭な形で答えが示されていた。すなわち、旧ソ連・東欧における市場経済
への移行において、西欧の成熟した市場経済が目標とされ、そのための移行プ
ログラムとして、多くの国々において価格の全面的な自由化、財政収支のバラ
ンス、企業の私有化、および証券市場の導入など市場経済システムの基礎的条
件となるものを可及的速やかに実現するという新古典派的な処方箋が提案さ
れ、おおむねその線に沿って改革が実施されてきた。このように、今回の市場
経済導入の目標と移行プログラムは、ロシア革命時のそれらと比較すれば、極
めて明瞭な形で提示されていたが、実はこうしたポスト共産主義の急進主義そ
のものは反共産主義の副産物でしかなかった。”とりわけ旧ソ連においては、ゴ
ルバチョフ政権時代から高まっていた親米、親西欧ムードがピークに達し、旧
ソ連時代のすべてが否定され、一刻も早く西欧諸国に仲間入りがしたいという
空気を背景として急進改革に対する人々の支持を得ることができたが、その急
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進改革のためのプログラムを提供した IMFの安定化政策の基礎にある新古典
派経済学のパラダイムそのものが、ひとつの理想化された状態の下で築かれた
ものであった。すなわち、新古典派的処方箋の基礎にある市場観は、財の均一
性・消費者の無名性、多数の売手・買手の存在、価格情報の普及とその下での
経済主体の極大化行動、および長期的な参入・退出の自由という 4つの技術的
条件が満たされるときに成立する完全競争モデルを理念型とし、そこでの均衡
がパレート最適を達成するとする市場観である。こうした新古典派の「無機的
な市場観」の特徴としては、経済と経済外的要因の分離可能性が暗黙裡に想定
され、対象となる経済の歴史や制度といった社会的条件が捨象されていること、
および一定の経済構造を仮定するという意味で静学的であること、の 2点が挙
げられる。8)こうした特徴をもつ市場観に成り立つ新古典派経済学が、社会主義
から市場経済への体制移行というような大規模な転換を扱うためのパラダイム
として必ずしも適切なものでないことは容易に想像される。
結局、今回の改革では、経済システムの性質については、西欧の先進市場経
済が目標とされたが、現実の旧ソ連・東欧の社会主義経済社会の現状が市場経
済の理想モデル（完全競争市場モデル）の視点から判断され、理想的な市場経
済への移行が意図された。その意味で、今回の体制移行の改革も、ロシア革命
と同様に、理念が優先していたといえる。9)
このように、それぞれの革命において、一方の（例えば、資本主義）体制の
現実・問題点が他方の（社会主義）体制のモデルないし理想と比較評価された
ということである。10)言うまでもなく、こうした比較評価は決して望ましいもの
ではなく、従来から経済体制論のなかで回避されるべき比較として挙げられて
いたものである。理想と現実が比較されれば、結果は目に見えているからであ
る。11)しかし、現実には、ロシア革命においては資本主義の現実と社会主義の理
想との比較が、そして今回の革命では社会主義の現実と資本主義の理想とが比
較され、前者の場合には私有と市場の市場経済から国有と計画の社会主義経済
への、そして後者においては逆に社会主義経済から市場経済への移行が急進的
37 
452 闊西大学『経清論集』第45巻第5号 (1995年12月）
な改革プログラムの下で進められた。けれども、ともに結果は決して望ましい
ものではなく、意図通りには運ばなかった。ここに、なぜ一方の体制の現実が
他方の体制の理想と比較評価され、それに基づいて極めて急進的な改革の試み
がなされ、結果としてうまくいかなかったかという問題が生じる。それは、結
局、経済システムの性質の理解と経済システムの創造方法に関する理解が不十
分であったということにつきる。これらは、新古典派経済学に欠如していた動
態的視点と、そこで捨象されていた経済の歴史や制度といった社会的条件とに
かかわってくる。そこで、以下では、このような制度と変化の視点と同時に、
近年発展してきている経済システムを捉える上で有益な情報の経済学、契約の
理論、ゲームの理論などを分析の枠組みのなかに取り込んでいるアプローチし
て「制度の経済学」と「進化論的経済学」を取り上げ、その特徴を移行経済と
の関連で論じ、それぞれのアプローチと体制移行との関係を明らかにしていく
ことにしたい。
そこでまず、「制度の経済学」において、経済システムと経済システムの変化
がどのように理解されているかを、節を改めて論じることにしよう。
II. 制度の経済学と制度変化12)
a. 制度の経済学13)
「制度の経済学」は、基本的に、制度、経済行動、および経済成果の間の相
互関係を分析するものであり、そのために一般に制度、所有権、取引費用など
の分析タームが用いられるが、その考え方も多様である。14)ここでは、 D.C. 
ノース (D.C.North)の制度と制度変化の経済理論を取り上げ、まず彼の理論の
枠組みを概説し、体制移行との関連を考察してみよう。
ノースにとって、新古典派経済学の行動仮説の最大の問題点は、世界に関す
る真のモデルを提供する認知システムを個々人がもっているという仮説、ある
いは初期の多様なモデルを収欽に導く情報を受け取るという暗黙の仮説であ
る。現実には、行為者が受け取る情報は非常に不完全であるために、主観的に
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導出された個々人の多様な主観的知覚モデル（イデオロギー）は決して収飲し
ない。現実世界（環境）の複雑性に対する意思決定者の知識と計算能力の厳し
い限界15)は、情報の複雑性・不完全性とそれを解読する個々人の主観的知覚モデ
ルの重要性（限界）を示唆している。解決されるべき問題の複雑性とそれに対
する個々人の問題解決のためのソフトウェアー（計算能力）のこのような限界
は、人間の相互作用における不確実性を引き起こす。これは人間の相互作用の
規則化されたパターン（諸ルールや手続きなど）である制度を発展させる。制
度は行為者の選択集合を制限し不確実性を減少させる機能を果たすが、主観的
モデルの不完全性と情報の不完全性のために、制度は決して完全ではなく、最
適（効率的）でない可能性もある。
他方、取引費用の問題は、基本的に情報に費用がかかるということに起因す
る。一般化して言えば、財・サービスの属性・レベルやエージェントの成果特
性の多様性のために、そうした属性・レベル• 特性の測定・監視・執行は不完
全・不正確である。 16)取引費用とは、そうした属性・レベル•特性を測定し、権
利を保護し、契約を監視・執行する費用、あるいはこのような意味での財・サ
ービスに対する所有権を定義・保護・執行する費用であり、社会的・政治的・
経済的制度の原因である。こうした取引費用の存在は、特化と分業の増大（経
済の発展）にとって障害となる。したがって、経済発展とともに、特化や有用
な属性の数と可変性が大きくなれば、制度的信頼性の高まりの必要性が生じる
が、西側経済においては、この信頼性が時間をかけて徐々に出現した。
このように、ノースは、主観的知覚モデル、取引費用の概念、およびそれを
決定する制度的枠組みの重要性を強調する。ノースのいう制度とは、憲法、法
令、契約などのフォーマルなルールと、慣習、ルーティン、行為コードなどの
インフォーマルな制約、およびそれらの制度的制約の執行上の特性までを包摂
する広い概念である。
フォーマルなルールは、政治的（あるいは、司法的）ルールから、経済的ル
ール（所有権）を経て、個別的契約までのルールの階層性を構成する。17)ルール
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の機能は政治的・経済的交換を促進することである。政治組織、政治的ルール
は所有権（経済ルール）を規定しインセンテイヴ構造を与え、プレイヤーの機
会集合と組織形態を決め、その下で契約が締結される。その契約は交換を促進
するさまざまな方法~フランチャイズ化、垂直的統合など一を反映する。 18)
政治制度ー一複雑なシステムの委員会制度、組織に関するフォーマル、インフ
ォーマルなルール—は、政治家間の協力に関する事前の取決めであり、これ
によって安定した交換構造が作成され、不確実性を減少させる。政治的取引費
用が低く、政治的行為者が正確なモデルをもてば、効率的な所有権が生まれ、
政治的市場の効率性が確保されるが、逆に、高い取引費用と不完全な行為者の
主観的知覚は、非効率的な所有権を生み出し、その結果生まれる経済組織が生
産的ルールを創造するインセンテイヴを欠く可能性もある。
インフォーマルな制約19)は経済社会に深く浸透しているために、同じフォー
マルなルールを課しても結果は大きく異なる。こうしたインフォーマルな制約
は、社会的に伝達された文化遺産ー一イ子動に影響を与える知識・価値• その他
の要因がある世代からつぎの世代へ教育と模倣によって伝えられるもの一の
一部である。国家やフォーマルなルールが存在しない（たとえば、原始社会の）
場合でも、緊密な社会的ネットワークのもとに大きな安定性をもつインフォー
マルな構造が存在する。現代においても、インフォーマルな制約は広く浸透し
ている。反復される人間の相互作用を調整するためのインフォーマルなルール
（制約）は、フォーマルなルールの拡張・改良・修正されたもの、社会的に承
認された行為規範、そして内的に強制される行為規準である。文化的に派生す
るインフォーマルな制約はフォーマルなルールの変化に応えてすぐに変化しな
い。そのために、変更されたフォーマルなルールと永続的なインフォーマルな
制約との間の緊張は、経済の変化様式に大きな影響を与える。
執行メカニズムの構造とその不完全さの程度と頻度が、取引費用と契約形態
の決定に大きな影響を与える。20)経済学の基本前提は、取引からの利益が常に取
引の費用を上回り、当事者の協力解を導き、自発的な取引がもたらされるとい
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うものである。けれども、現実には取引の費用が取引からの利益を上回るため
に、取引が行われないことが起こる。こうして、協力的な結果を保証するため
に必要な資源（取引費用）の増大は、新古典派モデルの取引からの利益を引き
下げる。交換の時間的・場所的複雑性の増大は、協力的な結果を実現するため
に必要な制度の複雑性を増大させる。現代経済の技術に内在的な取引からの利
益を実現する非個人的交換(impersonalexchange)が存続するためには、強制
の脅威によって取決めを執行できる制度、すなわちフォーマルな第三者執行を
必要とする。21)第三者執行は、所有権を監視し、契約を効果的に執行できる強制
力としての国家の発展を必要とするが、現段階ではそのような中立的な国家そ
のものをどのように創造するかが大きな問題となる。結局、政治的状況と世論
の状況一人々の心のなかに刻み込まれる法律一ーーが効果的な制度的制約を創
造する問題の核心となる。22)
全体としては、フォーマルなルール、インフォーマルな制約、および執行特
性の複雑・緊密に結合した制度的枠組みが、確かなコミットメントを引き出す
制度的環境を提供し、低コストの（効率的な）取引を可能にする。こうして、
制度的枠組みが経済成果を決定する上で主要な役割を果たす。けれども、情報
の不完全性と不完全な主観的知覚モデルは必ずしも制度の効率性を保証しな
い。結局、市場は、全体として効率性を引き上げる（取引費用を引き下げる）
制度と引き下げる（取引費用を引き上げる）制度との混合である。それゆえ、
取引費用を引き下げる効率的な制度的枠組みの達成が諸経済の成功にとって決
定的な重要性をもつ。23)
b. 制度変化24)
制度変化の方向は、制度と組織との相互作用によって形づくられる。制度は
われわれの日常生活に安定した（しかし必ずしも効率的ではない）構造を与え、
不確実性を減少させる。いわば、制度はゲームのルールであり、組織はゲーム
のプレイヤーである。組織は、共通の目的で結合した個々人の集合である。制
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度的枠組みはインセンテイヴ構造ないし選択の機会集合を与え、それに応えて
組織が創造され、一定の行動を取ることによって、制度変化が起こる。その意
味で、組織は制度変化のエージェントである。
まず、組織（とその企業家）は、その目標を追求するために、制度的制約に
埋め込まれた利得ー一インセテイヴ を反映する種類の知識・技術を獲得・
学習し25)、知識ストックを発展させることを通じて26¥制度変化の方向を形づく
る。こうして、制度的枠組みが知識と技術の獲得の方向を形づくり、その方向
がその社会の長期的発展を決める。
つぎに、企業の極大化行動は、現存する制約集合のなかで選択を行うだけで
なく、その制約そのものを変更することにもかかわる。組織がどの方向をとる
かは、その利得に関する主観的な知覚に依存するが、組織は、自己の収益性を
上げるために政治的ルールの変更に諸資源を直接向けたり、自己の収益性に貢
献する種類の技術や知識に投資するよう間接的に社会に働きかけたりする。こ
うした投資が技術と知識の長期的な成長を形づくり、経済成長の基本的な決定
因となる。
また、相対価格の変化は27¥人々の相互作用における個々人のインセンテイヴ
を変え、政治的交換や経済的交換における取決めないし契約の変更によって、
少なくとも交換当事者の 1人が自らの状態が良くなると知覚し、契約の再交渉
を導く。しかしながら、諸契約はルールの階層性のなかに組み込まれているた
めに、その再交渉はより高いレベルでのルールの再編成につながる可能性があ
る。こうして、それぞれの制度的制約は、相対価格の変化ないし嗜好の変化28)に
よって、徐々に侵食され、別のものによって置き換えられる。
ところで、インフォーマルな制約の主要な役割はフォーマルなルールを修
正・補完・拡張することである。文化的特性の持続性は、相対価格、フォーマ
ルなルールの変化に直面して、フォーマルなルールと異なる速度でインフォー
マルな制約＊を変化させる。かりに、フォーマルなルールの大規模な変化が起こ
ったとしても、同時に多くのインフォーマルな制約が非常に粘り強く生き残り、
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社会的・政治的・経済的交換における参加者間の基本的な交換問題を依然とし
て解決している。それゆえ、制度変化は圧倒的に漸進的である。29)
こうした制度変化の経路を形づくる力として、ノースは、収穫逓増（自己強
化メカニズム）と、大きな取引費用によって特徴づけられる不完全な市場の 2
つを挙げる。制度について収穫逓増が存在せず、市場が競争的な（取引費用ゼ
ロの）世界においては、制度は重要でない。30)しかし、制度的基盤の相互依存網
は大幅な収穫逓増を生み出す。この収穫逓増の特性によって、制度が重要にな
り、諸経済の長期的な経路が形づくられる。しかしながら、その結果生まれる
市場が競争的である（取引費用ゼロに近似している）かぎり、長期的な経路は
効率的な経路である。けれども、情報のフィードバックが不完全で、取引費用
が大きいものであるならば、行為者の不完全な主観的モデルがその経路を形づ
くることになる。そのとき、社会や経済の一貫した貧しい成果の存続と長期的
に異なる発展パターンが生まれる。こうして、ひとたび発展の経路がある特定
のコースに設定されると、制度的基盤の相互依存網（ネットワークの外部性、
組織の学習プロセス、および歴史的に派生する争点の主観的モデル化など）に
よる収穫逓増の特性がそのコースを強化する。適応的な効率的経路が準備され、
経済成長に結びつくこともあるが、逆に非生産的な経路による経済的停滞・衰
退につながることもある。31)
C• 制度変化と体制移行32)
ノースの制度と制度変化の理論のなかでもっとも重要な論点は、おそらく、
取引費用を引き下げる効率的な制度的枠組みの重要性と制度的枠組み全体の漸
進的な変化の特性であろう。したがって、ここではこうした点に焦点を当てて
体制移行と制度変化との関係を検討してみよう。
このような取引費用を決定する制度的枠組みと漸進的な制度変化という観点
から体制移行を眺めるとき、社会主義経済から資本主義経済への移行に伴う費
用（移行費用）は、基本的に 2つの要因によるものと考えられる。まず第1に、
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移行の費用は、おおむね、制度構築のスピードの遅さ、その結果として生ずる
不完全なルール、新しく制定されたルールに習熟するために必要な時間（学習
費用）、およびこれらのルールの執行の不十分さなどのフォーマルな諸制約の不
十分さ 33)に、由来する。有効な市場経済を確立するためには、価格の自由化と制
度変更という 2つのフォーマルなルールの確立が必要とされるが、ふたつの発
展のスピードは著しく異なる。こうした制度構築の遅れとその結果としての不
十分なルールは、取引費用を引き上げ、付加価値の生産を引き下げる。新しい
ルールの導入に不可避的な学習プロセスもまた、移行経済に高い取引費用を課
す。かりに諸ルールが存在しても新たな制度的枠組みに関する知識の蓄積と、
新しいルールに適用できるルーティンの発生は時間を要する。さらに、不十分
な法（ルール）の執行は、移行経済における取引費用のもうひとつの原因であ
る。司法システムによる法の執行に関する不確実性は、経済的エージェントに
対して、より単純なもの（現金取引、同時取引、 USドルやドイツマルクによ
る取引など）に取引を制限し、反復取引の便益によって行動が制限される者に
取引相手の範囲を制限することを強いる。このようにして、制度構築の遅れ、
不完全なルール、学習プロセス、および不十分な法の執行34)は、実際に行われる
取引に高い取引費用を課すだけでなく、高い取引費用のために実現されなかっ
た取引も生み出すことによって、移行経済に大きな損失（移行費用）をもたら
す。
つぎに第2に、移行費用は、インフォーマルな諸制約（とりわけ、行為コー
ド、行動規範、タブー等々の社会的規範の集合としての道徳的秩序）の弱さ（不
十分さ）に由来する。35)インフォーマルな制約の強調は、経済主体が純粋合理的
な効用極大者であるとする主流派の新古典派経済学の主張と対照的である。確
かに、いつの時代でも、新古典派的な合理的効用極大者の行動規範に近い人々
も存在するが、われわれの周囲で広く観察できる現象は、自らの個人的モラル・
コードのために、人々がしばしば合理的行動を控えることである。たとえば、
明らかに個々人は咎めなく盗むことができても必ずしも盗みをしないし、一定
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の条件下で欺くことが有利でもそうしない。また、費用なくそうすることが可
能でも、仕事の手を抜いたり、機会主義的行動に従事しない。こうした行動規
範は人々の選択集合を制約することを通じて取引費用を引き下げる上で決定的
な役割を演じる。けれども、旧共産主義体制下では、通常の意味における（す
なわち、一定の明確なルーティンに基づいて機能する）官僚制は存在せず、無
法・恣意性が支配した。36)こうしたことが、主要な分配装置としての支配層によ
る財・サービスヘの特権的アクセスと結びついて、 1917年のロシア革命ないし
1945年のソビエトの征服を生き延びたあらゆる道徳的秩序を浸食した。人々は、
ルールとモラル・コードにしたがって行動する結果として損をすることが多く
なり、ますます多額の損失を被るようになった。そして、ルールが不正である
と感じ、ルールを制定した者が恣意的に振る舞っていると考える人が多くなる
ほど、ルールは軽視され、受け継がれたモラル・コードに従って解決される問
題がますます少なくなり、日常生活において、不正直・不正の習慣が蔓延し、
道徳の退廃が進んだ。37)こうしたものが、移行のプロセスにおいてポスト共産主
義社会が対処しなければならない過去の遺産であった。こうして、移行費用の
大きな部分は取引費用を高める道徳的秩序の弱化に由来すると考えられる。
さらに、 2つの要因が移行の費用を高めている。第 1に、中央計画経済から
自由市場経済への原則的移行は、合法・非合法含めて、経済的活動の領域を拡
大したが、それは同時に、不正直・不正の範囲も拡張した。第2に、共産主義
社会から原則として民主主義と市場を伴う社会へ転換した経済においては、遍
在した秘密警察の恐怖が消滅し、道徳的秩序がまだ十分回復されていないため
に、人々は進んで賄賂を要求し38)、仲間を出し抜く。新たに生まれた私的セクタ
ーも類似の問題によって苦しめられている。こうして、旧ソ連・東欧の移行経
済において容易に観察される現象である法と秩序の基本的な弱体化が引き起こ
された。その結果として、実際に行われた取引の取引費用と、選択されなかっ
た取引において実現されなかった付加価値との双方による損失の規模はとりわ
け大きなものであったに違いない（経済改革直後から今日まで継続している経
45 
460 闊西大学『経清論集』第45巻第5号 (1995年12月）
済の混乱・停滞による損失の大きな部分は、こうした要因によるものであると
考えられる）。
以上のように、旧ソ連・東欧諸国の移行の経済においては、不完全なフォー
マルなルールと不十分なインフォーマルなルール、そして不十分な執行という
未だ安定的な制度的枠組みが十分確立されていない状況が存在する。こうした
なかで、これらのものがいつ改善の方向へ向かうか、あるいはそもそも改善の
方向へ向かうのかどうかという問題は、とりわけ重要である。しかし、その方
向への進歩は遅いと予想される。というのは、経済政策や法の変更などのフォ
ーマルな側面は比較的短期間でも変更可能だが、経済構造の変更は数年単位の
時間が、そして個々人の行動を支配するインフォーマルな制約の変化は数十年
単位の時間が必要とされるからである。したがって、ある程度安定的な制度的
枠組みが確立されるまでの間、移行経済は、成熟した資本主義市場経済よりも
低いレベルの付加価値の生産とそれよりも高いレベルの取引費用で運営され続
けなければならない。旧ソ連・東欧の国々の今後を左右するのは、政治システ
ムと経済システムの双方における変化である。個人の行動は共産主義体制下で
は無法と恣意性によって形づくられた。それゆえ、変化の不可欠の要件は法の
ルールの再建であるが、政治的変化が不完全だったか、おおむね旧共産主義体
制によって進められた国々においては、道徳的秩序の変化（改善）の可能性は
低い。それゆえ、不完全な政治的変化の下で、試みられる移行の費用はずっと
高く、その効果はずっと低いと予想され、有効な市場経済の確立には大きな困
難が予想される。39)
IV. 進化論的経済学
「制度の経済学」において、制度とはもっとも一般的には経済システムを構
成するルール（あるいは、制約）と捉えられる（したがって、経済システムは
さまざまな制度から構成されるものと捉えることができる）。制度はまた、フォ
ーマルなルールからインフォーマルな制約まで含められ、人間の情報処理能力
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の問題と深く関わる広い概念として捉えられていた。こうした制度の変化は、
上述のように、漸進的なものにならざるをえない。その意味で、制度変化は進
化のプロセスになる。そこで今度は、変化を強調する「進化論的経済学」にお
いて、経済システムと経済システムの変化がどのように理解されているかに焦
点を当てながら、その特徴を取り出し、体制移行との関連を考察してみよう。
a. 基本的特徴40)
ここでは、経済改革に対する「進化論的経済学」の含意を念頭において、そ
の基本的特徴を論じることから始めよう。現代におけるこの理論の代表はシュ
ンペーター (J.A. Schumpeter)の研究に始まるが、現在もっとも詳細な説明
を与えてくれるのはネルソン＝ウインター (Nelsonand Winter, 1982)であ
る。41)一般に、「進化論的経済学」には、つぎのような2つの基本的特徴がある。
ひとつは、社会経済的メカニズムを情報処理装置と捉え、社会的現実の複雑性
と個々人の知的能力の限界に着目すること。42)もうひとつは、均衡のプロセスで
はなく、成長と変化のプロセス（ないしメカニズム）を重視すること 43)、である。
まず、情報処理装置としての社会経済的メカニズムの概念は、個々人の知的
能力の限界と社会の複雑性を強調することによって、社会が利用可能な知識・
情報をどのようにして有効に利用することができ、社会に存在する知識を社会
経済的なプロセスがどのように維持し高めることができるかに焦点を当てる。
その際、組織と個々人は有限の情報集合によって厳しく範囲を限定された選択
に直面しなければならない。したがって、社会はローカルな情報のみを用いな
がら進まざるをえないと考えられる。このような社会経済的プロセスの理解の
上に、「進化論的経済学」には、人間の知識に関する 2つの本質的な仮定が存在
する。ひとつは人間の知識の限界に関係し、もうひとつは人間の知識の性質に
関係する。第1の仮定は、人間の知的な能力の諸限界は諸制度と諸組織の構造
と機能に厳しい制約を課すということである。44)さらに、人間の知識に関する第
2の仮定として、「進化論的経済学」では、人間の知識が2つのタイプに区別さ
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れる。第1は、技術的知識 (technicalknowledge)、すなわちレクチャーによ
って伝達し、テキストプックに体系化できる明示的なルールや手続きの集合で
ある。第2は、実際的知識ないし個人的な知識(practical,or personal, knowl-
edge)、あるいは暗黙知 (tacitknowledge)である。これは、どのような活動
の遂行においても必要とされるがその活動と直接親しむことによってしか獲得
されない明瞭化できない知識である。こうした個人的知識は特定の社会的文脈
に特殊的である。すなわち「個人的知識の社会的ストックは長い歴史的なプロ
セスを通して獲得され、特定の社会の諸制度や諸組織によって形づくられる。
したがって、個人的知識は主としてそうした諸組織や諸制度の文脈においての
み有用である。」45)
つぎに、「進化論的経済学」におけるもうひとつの基本的特徴である成長と変
化のプロセスないしメカニズムの強調は、不確実性が行動に与える影響とその
結果としての情報資源に対する需要とに大きくかかわってくる。不確実性の世
界において、多くの個々人の相互作用を組織化する複雑なシステムは、個々人
の行動を調整し(cordinate)、彼らの間を流れる情報を処理することができなけ
ればならない。ルーティン (routine)は、そうした調整・処理を行う有効な手
段である。狭い範囲内で変化する仕事の繰り返しを通して、組織は各構成員の
稀少な情報処理資源を節約し、組織的効率性を高めることができる。大量の情
報が組織的ルーティンのなかに蓄積されているが、これらのルーティンは暗黙
知ないし個人的な知識を具体化したものである。上述のように、こうした暗黙
知を明瞭に表現することは困難であり、それゆえ伝達することも困難であるか
ら、組織的ルーティンに表現されている暗黙知は、組織についての個人的情報
を保護するすぐれた形態である。46)
もちろん、組織は完全に非伸縮的なわけではなく、ルーティンを変更する。
しかし、別のルーティンの探求は、現存する情報のストックによって制約され、
選択肢全体にわたる広範囲の選択としてではなく、むしろ現在の活動の周辺で
の探求、いわゆる「近接の探求」 (localsearch)にならざるをえない。このよ
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うな、ルーティンヘの依存と探求の制約を前提とすれば、不確実性の世界で成
功する社会は現存する組織の集合のはたらきに内在的なこうした慣性ないし硬
直性から自らを解放するメカニズムをもたなければならない。この点は、組織
的ルーティンの突然変異の問題につながってくる。企業は、変化が求められる
とき、自らの現在のルーティンにできるだけ近いところから探求を始めるが、
このような熟慮による探求と偶然によって企業の組織的ルーティンの突然変異
がもたらされる。市場による淘汰は、すぐれたテクニックを見つけた企業や、
すぐれた探求ルールを用いる企業に好意的であり、企業を成功に導くテクニッ
クあるいは探求ルールが、拡大あるいは模倣によって企業のポピュレーション
のなかに広がっていく。その拡大・模倣のプロセスのなかでルーティンの新し
い突然変異が起こり、イノベーションが起こる。経済システムはこのようにし
てルーティンの新しい突然変異が継起的に注ぎ込まれている動態的な流れのな
かにある。こうした経済プロセスの進化論的見解47)は、さまざまな社会の成功は
生産的な社会変化の創造と外生的な出来事に対する対応という点でその社会が
どの程度有効かに依存すると、主張する。すなわち、経済システムにとって、
イノベーションと順応性(adaptability)が成功のための決定的な要素である。48)
資本主義はこうしたメカニズムを提供すると考えられる。すなわち、資本主義
経済においては、変化はかなりの程度、古いものの置き換えと、新しい構造に
よる実験および新しい構造の間での選択によって、すなわち参入と退出によっ
て成し遂げられている。
b. 進化論的経済学と体制移行
上述の基本的特徴をもつ「進化論的経済学」に基づく改革の進化論的戦略は、
特定の状況で遂行される具体的な手続きのリストではなく、むしろ改革の一般
的アプローチに関する哲学ないし世界観である。したがって、詳細な手段に関
して焦点を当てることは困難であるが、 P.マレル (P.Murrell)は急進的な
改革戦略と対比させ、それらの改革哲学の間の主要な概念上の相違を以下の 8
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点に要約し、その一般的な特徴を説明している。49)
① 最終状態の実施vs.最悪の（最璽要な）問題の確認
② 破壊vs.漸進的置き換え
③ コミットメント vs.可逆性
④ 急速な改革vs.緩やかな改革
⑤ 大規模な実験vs.小規模な実験
⑥ デザインvs.経験
⑦ 市場の結果vs.市場プロセス
⑧ 統合された自由市場vs.二重経済
まず第1に、急進的な改革パラダイムは意図される最終点から定義され、で
きるだけ多く早く実施されることが強調される。対照的に、進化論的なアプロ
ーチは、遠い将来の最終状態のビジョンよりもむしろ現在の要件の実践的な評
価に基づき、最初に旧体制のどのような特徴がもっとも緊急に変更される必要
があるかを問う。第2に、急進的アプローチは、最終状態の実施を妨げるとい
う理由から、最終状態において何も価値をもたないとされる旧制度の破壊を強
調する。これに対して、進化論的アプローチは、現存する配置の急速な変化は
社会が長い問に築き上げてきた多くの情報 現存する組織の継続的働きや経
済的エージェントの継続的相互作用のなかに保持されている情報~を破壊す
るという理由から、かりにこの情報が長期的には有用でないとしても、代替的
市場的配置が形成され始めた改革の初期段階では非常に生産的でありうること
を承認し、新しい私的セクターの諸制度が成長するにつれ古いものが徐々に置
き換えられることを主張する。第3に、急進的アプローチが無条件に最終状態
を目指すということを前提とすれば、この状態の実施へのコミットメントは明
らかに大きな意味をもつが、進化論的アプローチは、改革のプロセスには大量
の学習が存在し、初期の政策のスタンスは旧体制の下で獲得された知識に大き
く依存することを強調する。それゆえ、最初に選択された政策は不十分であり、
それを変更する可能性、すなわち可逆性が重要であると主張する。第4に、急
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進的な改革は、古いものは価値がないという前提に立って古いものを破壊する
手段としてスピードを追求するが、逆に進化論的アプローチは、現存する諸関
係を壊す急速な改革は有用な現存する情報ストックを破壊することを強調す
る。
第5に、改革における実験の規模の問題は改革のスピードの問題に類似して
いる。すなわち、急速な改革は社会を大きな危険にさらすが、大規模な改革も
同様である。社会経済的プロセスに関する知識が不完全であるということと、
ひとつの領域の実験の失敗が経済のその他の多くの領域に同時に波及する可能
性があることから、進化論的パースペクティヴは、社会は実験の規模（範囲）
を制限しなければならないと主張する。第6に、急進的な改革は、経験と実験
に対する理性信仰の結晶であるが、進化論的アプローチは、純粋に理論から導
出された完全に新しい方法一ーとりわけ急速で、非可逆的、広範囲の方法~
を用いる改革に懐疑的である。すなわち、進化論的アプローチは、経験と実験
によって社会に蓄積された知恵~ トック を評価す
る。第7に、緩やかな改革でさえ多くの現存する経済的結合を破壊し、多くの
個人的な情報が失われる。それゆえ、改革のプロセスは、その進行とともに、
代替情報を生み出すべきであるが、進化論的アプローチは、改革が進行すると
き、組織間・個人間結合を破壊し再建することができる市場プロセスに焦点を
当てる。対照的に、急進的アプローチは、改革は望ましい最終的結果を求めて
努力すべきであると主張する。最後に第8に、経済の諸部分が異なるルールに
直面するとき市場経済に歪みが生じるために、急進的な改革アプローチは、経
済全体規模での自由化を提唱する。対照的に、生産的組織の崩壊を回避するた
めに変化は緩やかなものでなければならないが、私的セクターにおいては参
入・退出の刺激が必要とされる場合、進化論的アプローチではこの矛盾する必
要を満たすために移行期に二重経済が必要とされることもあるとする。
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C• 改革の意図と実現度
改革への進化論的アプローチは、基本的に、以上のように特徴づけられるが、
進化論的アプローチは総じて改革の急進的アプローチがその意図通りには進ま
ないことを指摘する。こうした観点から、マレル (1995) においては、改革の
レトリック（意図）とその実現度との関係を議論している。そこで、マレルが
主張しているところを参考にしながら、改革の意図とその実現度との関係を敢
えて図示すれば図 1のようになる。この図は税率と税収との関係から最適税率
を示すラッファー・カーブ (LafferCurve) と同様の形状を示す。改革の意図
とその実現度との間には当初ある点（図のA点）までは正の関係がみられるが、
その点をすぎるとむしろその関係は負の関係に変わるというものである。
???
進化論的戦略領域
急進的戦略領域
M ?
意図
図1 改革の意図と実現度
これに関して、マレルが指摘しているのは、 1990年のモンゴルの市場移行策
(M)、1990年代初めの旧ソ連・東欧諸国における市場移行策(R)、そして1965
年のいわゆる経済改革の第2の波の中心となったソ連のコスイギン改革 (K)
である。彼によれば、モンゴルで採られた政策はもっとも完全な市場移行策と
して当初高く評価されたにもかかわらず、ほとんどその実を挙げなかった。こ
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れに対して、旧ソ連・東欧諸国の移行策もかなり急進的なものであり、その急
進策が目指した成果は挙げなかったが、モンゴルの改革ほどひどいものではな
かった。また、コスイギン改革は、改革の目標も体制内改革に終始し改革の目
標も低く、したがって得るべきものもほとんどなかった。マレルはこれの 3つ
のケースを挙げ、ラッファー・カーブの形状に類似する改革の意図と実現度と
の関係を示唆したわけであるが50)、それでは、その両者の間の関係はなぜそのよ
うな形状を示すのであろうか。答えの鍵は、社会が用いることのできる知識・
情報の性質にある。すなわち、経済システムの転換（移行）に当たって、実際
に当局が変更できるのは、フォーマルな制度・ルールとそれにかかわる技術的
知識だけである。これらは比較的短期に変更可能であるが、それぞれの文脈で
必要とされる実際的な個人的情報ないし暗黙知の発達には長期の時間を要す
る。したがって、改革に当たっては短期的には旧来の（現存の）個人的情報な
いし暗黙知に頼らざるをえない部分が多くなる。そのとき、こうした側面とフ
ォーマルな側面での改革・変更とが一定の整合性を保っている限り（すなわち、
図1のA点までは）、改革の意図が高いほど改革は進行することになるが、やが
て両者の整合性が崩れ始めると逆に改革の意図の高さが改革の実現をますます
妨げるようになる。 1978年以降の中国の市場経済移行策 (C)を、こうした枠
組みのなかで位置づければ、それはいわば一貫して漸進的なプロセスであり、
その政策目標の穏健さの結果として、中国よりも自由主義的な経済システムを
目標として掲げたモンゴルや旧ソ連・東欧における場合よりも、より改革の実
現度は高いものになっているということである。51)
図1に示されるような関係を、急進的な改革戦略と進化論的改革戦略との相
違としてマレル自身が挙げた 8つの特徴に関連づけて理解すれば、図のA点よ
りも左側の領域を進化論的改革戦略の領域として、右側の領域を急進的な改革
戦略の領域として位置づけることができよう。もちろん、進化論的改革領域の
なかで具体的に諸政策をどのように進めるかが大問題なのであるが、図 1は体
制移行改革に対する進化論的経済学の一般的な関係を示すものとして捉えるこ
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とができるように思われる。
V. 移行の経済学ー結びに代えて一
「移行の経済学」とは、新古典派経済学、「制度の経済学」、あるいは「進化
論的経済学」と同じ意味で、移行の「経済学」と呼ばれているのではなく、社
会主義計画経済から資本主義市場経済への移行に伴って生じる多様な問題を扱
う経済学という意味である。要するに、「移行の経済学」は、そのアプローチに
よってではなく、それが扱う問題領域、ないしは対象によって特徴づけらてい
るものである。したがって、移行の経済の諸問題にどのようなアプローチで取
り組むべきかに関して一致した見方があるわけではないが、取り組むべき問題
についてはかなり共通の理解がえられているように思われる。たとえば、「どの
ような形の市場経済国家へ移行すべきか」と「社会主義経済体制から市場経済
体制への移行の理論」といった課題、すなわち移行目標と移行措置の問題が提
示される。52)これらは、本稿の観点からいえば、導入される新しい経済がどのよ
うなものである（べき）かという「経済システムの性質の問題」と、それがど
のようにして創造される（べき）かという「経済システムの創造方法の問題」
である。社会主義経済から市場経済への移行の試みが開始されて数年が経過し
た今、こうした 2つの問題が大きな争点となっていること自体、考えてみれば
不思議なことであるが、このことは明らかに、おおむね新古典派的な処方箋に
沿って進められた市場経済への移行政策に、経済システム（資本主義市場経済）
の本質の理解と経済システム創造方法の理解が十分でなかったことを示唆して
いる。それらは、結局、移行経済に対する処方箋の基礎にある新古典派的な市
場観に欠如している制度と変化・進化（歴史、時間）という観点にかかわって
くる。
もっとも一般的に言えば、新古典派経済学はさまざまな制度的枠組みが与え
られた場合の経済行動、経済政策を扱うべきものである。これに対して、その
制度的枠組みがどのようなものによって構成され、経済行動、経済成果と経済
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システムの変化にどのような影響を及ぼすかに焦点を当てたものが「制度の経
済学」であり、「制度変化の経済学」である。「進化論的経済学」は経済システ
ムのなかで組織・企業の変化に焦点を当てシステムがどのように生成•発展（進
化）するか、すなわち経済システムのダイナミズムを扱うものである。このよ
うにそれぞれの経済学は異なるポイントに焦点を当てているのであり、それゆ
えそれぞれの経済学が「移行の経済学」において果たす役割は当然異なるもの
でなければならない。53)そもそも，複雑な現実の経済社会を限られた知識と情報
処理能力をもって理解しようとするのであるから、特定の経済学によってすべ
ての問題に答えることは不可能である。そのような意味で、「移行の経済学」は、
新古典派経済学、「制度の経済学」、「制度変化の経済学」、そして「進化論的経
済学」、こうした経済学それぞれの利点を生かしながら、それぞれの文脈で必要
な知識・情報を取り出し構成されざるをえないであろう。54)
ところで、筆者は、前稿 (1994) において、従来の経済体制論の欠陥として
制度と時間一一本稿の文脈では、変化 という 2つの視点を挙げた。そして、
この欠陥は従来の新古典派の経済理論に欠如していた観点であり、その結果と
しで情報や取引費用の問題を見過ごし、経済システムの一般理論の展開が遅れ
たことを指摘した。その上で、従来の経済体制論の質的な発展のためには、こ
の2つの視点を何らかの形で体制（システム）分析のなかに組み込む必要があ
ることを指摘し、「制度の経済学」と「制度変化の経済理論」がその点で大きな
可能性をもつことを示唆した。
本稿では、まず体制移行の急進的アプローチを検討し、そのアプローチに内
在する問題点を指摘した。それは、結局、経済システムの性質と経済システム
の創造方法（変化、生成•発展）に関する理解が不十分であるということであ
ったが、この 2つの問題点は新古典派経済学に欠如していた経済の歴史や制度
といった社会的条件と動態的視点に通じる観点であった。そこで、本稿では、
これらの 2つの観点を分析枠組みのなかに取り込んでいるアプローチとして、
前稿で扱った「制度の経済学」・「制度変化の経済理論」（とりわけ、ノースの理
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論）と「進化論的経済学」を取り上げ、移行経済との関連でこれらのアプロー
チの特徴を論じたのち、体制移行との関連を検討した。
このように考えてくると、従来の経済体制論の欠陥、新古典派の経済理論に
欠如していた観点、体制移行の急進的アプローチに内在する問題点、そして「移
行経済学」の課題は、それぞれ対応していることがわかる。そして、それらが
ともに抱える 2つの欠陥を克服する視点が制度と変化という視点であり、その
2つの視点を有するアプローチとして「制度の経済学」（および「制度変化の経
済理論」）と「進化論的経済学」が考えられた。それゆえ、一方で、体制論の欠
陥を克服するアプローチとして「制度の経済学」を取り上げ検討するというこ
とは、新古典派の経済学に欠如していた観点を考察することになる。他方で、
体制移行の急進的アプローチの問題点を取り上げ「制度の経済学」と「進化論
的経済学」を論じることは、新古典派に欠如していた観点と同時に「移行の経
済学」の課題を検討することであり、経済体制論の欠陥の克服とその質的発展
につながる。前者の側面が前稿において試みられたことであり、後者の側面が
本稿において試みられたことである。
本稿で、移行経済との関連で「制度の経済学」と「進化論的経済学」を取り
上げることの意義はこのように理解されるが、ここで、「制度の経済学」と「進
化論的経済学」の両者がどのような関係にあるかを若干考えてみよう。「制度の
経済学」で強調されているのは、環境の複雑性に起因する不確実性を反映する
取引費用を削減するための制度的枠組みの重要性である。このような意味で、
こんにちのロシア・東欧諸国における経済社会的混乱（移行費用）の原因は、
制度的枠組みの不十分さにある。けれども、その制度的枠組みは、フォーマル、
ィンフォーマル、さまざまなルール・制約が階層構造をなし、複雑・緊密に結
合したものであり、それゆえその変化は漸進的にならざるをえない。そのとき、
変化の不可欠の要件は、法のルールの再建・確立であるが、結局それは、政治
的変化が十分であったか否かに依存してくる。これに対して、「進化論的経済学」
においては、利用可能な知識・情報を社会がいかに有効に利用し、その維持・
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向上を図るかに焦点が当てられた。そして、人間の知識の限界とその性質から、
経済社会の変化は長い歴史的なプロセスのなかで形成される個人的知識ないし
暗黙知の社会的ストックに大きく左右される点が強調された。したがって、有
用な知識の社会的ストックを破壊する恐れのある急進的アプローチは否定され
る。しかし、その一方では、経済プロセスの進化論的側面が重視され、経済シ
ステムの成功にとっての決定的な要素としてイノベーションと順応性が強調さ
れた。
このように、両アプローチに共通するのは、経済システムが長い歴史的プロ
セスのなかで生成•発展してきたものであり、それゆえに経済システムの変化
は本質的に漸進的に（進化のプロセスに）ならざるをえないという認識である。
こうした認識は、情報をどのように捉えるかに大きくかかわってくる。情報の
ひとつは、定型化可能な知識・情報であり、文書化可能な技術的情報である。
これに対して、他のひとつは、そうした定型化が不可能であり、文書化できず、
体験やその他の活動を通して実際の生活の場において獲得される暗黙知であ
る。前者は急速な変化にも対応できるが、後者はそうはいかず、漸進的なプロ
セス、つまり進化的なプロセスにならざるをえない。この点でノースの「制度
変化の理論」と「進化論的経済学」とは密接に関係してくる。55)こうした観点か
ら眺めるとき、移行経済にとっての先進資本主義市場経済の重要性は、その現
在の姿ではなく、それが市場の選択のプロセスのなかで漸進的に出来上がって
きたという点にこそ存在する。したがって、今回の旧ソ連・東欧の体制移行に
おいてみられるように、長い歴史的なプロセスのなかで築き上げられてきた先
進資本主義市場経済の現在の姿だけを追い求めることは根本的に間違った選択
になる。
最後に、本稿の議論から得られるひとつの重大な含意は、マルクス経済学に
おける資本主義市場経済の本質の理解の不十分さがロシア革命とその後の混乱
を引き起こし、そしてまた、新古典派経済学における同じ資本主義市場経済の
理解の不十分さが今回の急進的な体制移行の実験の契機となったということ、
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である。こうして、 2 つの急進的な革命・改革の失敗—少なくとも、結果が
その意固と大きく乖離し、多くの犠牲・混乱を伴ったという意味において―
の根本原因が同じところに存するということになれば、言うなれば同じ過ちを
人類は今世紀2回も犯したことになる。けれども、それゆえにこそ、経済シス
テムの生成•発展（進化）を含めた経済システムの本質の理解は、極めて重要
な課題となるように思われるのである。そもそも、経済システムの生成•発展
を含めた経済システムの本質の理解が、このように極めて重要な課題となって
きたのは、経済社会の急速な変化と旧ソ連・東欧諸国の社会主義経済の崩壊で
あった。後者の観点からいえば、「資本主義対社会主義」の枠組みに代わり、「資
本主義対資本主義」の枠組みの重要性が増し、資本主義経済システムの本質の
理解が要請されるようになった。同時に社会主義から資本主義への移行も当初
の意図通りに進んでいないことが、さらに、資本主義市場経済の本質とは何か
という問題を大きな課題とした。こうして、経済社会が急速に変化していると
いうことは、要するに制度的な枠組みのさまざまな側面が大きく変動している
ということであり、経済社会の安定期に姿を見せなかった本質的側面が顕在化
してきているわけで、経済社会システムを考察する絶好の機会を与えられてい
ることにもなる。その意味で、現在は経済体制論の質的発展にとっても有利な
状況にある。実際、旧ソ連・東欧諸国で国家的規模で行われている市場経済へ
の移行の実験56)は、経済システムの本質と資本主義経済のダイナミズムを再認
識させてくれたということができる。本稿で展開された議論は、経済システム
の理解を深めるために不可欠な制度と変化という視点から一「制度の経済学」
と「進化論的経済学」を通して一一移行の経済の限られた側面を検討したにす
ぎず、その内容的な展開はこれからの大きな課題ではあるが、前稿で述べた経
済体制論の質的発展のために制度と時間（変化）を考慮した体制（システム）
分析に向けてのひとつの出発点にはなりうるのではないかと考えている。
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注
1)拙稿 (1994).
2) 1989年から1990年代初頭にかけての旧ソ連・東欧における社会主義経済システムの崩壊
と資本主義市場経済への移行の試みを、慣例にしたがい、ここでは「1989年東欧革命」と呼
ぶことにしたい。
3)社会主義経済から市場経済への移行に際して、マクロ経済的安定化政策、体制改革（制度
改革）、および経済構造改革などの各政策の実施の順序や速度が大きな問題になる。このい
わゆるシークエンシング問題に対して、一挙に集中的にこれらの施策を行う方法は「ショッ
ク・セラピー（療法）」ないし「ビッグ・バン政策」と呼ばれる急進的アプローチである。
これに対して、その時々の状況に応じて移行措置を段階的に講じていく方法は「漸進的アプ
ローチ」と呼ばれる。ポーランド、旧ユーゴスラビア、チェコ・スロバキア、ロシアなどで
はショック・セラピーが採用され、ハンガリー、ルーマニアなどは漸進的アプローチを採っ
たとされている。一般に、ショック・セラピーは IMFの安定化政策と同義に受け取られて
いるが、おおむねすべての国が市場経済への移行を目指しているという点では一致してい
る。
4)以下のロシア革命と当時の状況に関する記述は、 Nove(1980) chs. 3, 4とEidemand 
Viotti (1978) pp.34-39に基づく。
5) Ibid., p.35. 
6) Ibid., p.38. 
7)共産主義時代には、共産主義と反共産主義の 2つのユートピアが存在し、ともに非現実的
な性質のものであったという。 Poznanski(1995c) p.16. 
8)大野健一 (1992)276ペー ジ。
9)ペジョヴィッチ (S.Pejovich)は、制度変化を自発的な内生的変化と外生的な変化とに
区分した上で、今回の IMFの改革戦略が社会工学的な結果志向的アプローチ(anoutcome 
-oriented approach)であったことを指摘している。 Pejovich(1994) pp.220-223. 
10) Murrell (1991) p.59. 
11) もともと「社会主義対資本主義」という枠組み自体が大きな問題を抱えるものであった。
すなわち、「社会主義」という用語は、その主張者であるサン・シモンやロバート・オーエ
ンらの支持者たちによって唱えられ、初めからそれは理想と結びついて提唱された概念で
あった。つまり「社会主義」はひとつの理念像（モデルmodel)であった。これに対して、
「資本主義」はもともと理想ではなく、歴史的現実であり、しかもその批判者、とりわけマ
ルクスによって一般化された概念である。つまり「資本主義」は「泥まみれの現実」 (muddle)
であった。このような意味で「社会主義対資本主義」という枠組み自体は本来「社会主義の
理想」対「資本主義の現実」を意味するものであり、初めから適切な比較の枠組みとは言え
なかったのである。この文脈で、正しい比較の枠組みとは当然、資本主義、社会主義の理想
同士、両者の現実同士の比較、あるいはそれぞれの現実と理想の比較でなければならない。
野尻武敏 (1975)26ページと Eidemand Viotti (1978) p.4を参照。
59 
474 関西大学「経清論集』第45巻第5号 (1995年12月）
けれども、完全競争市場モデルをメルクマールとしてすべての市場経済の現実を理解す
るのが果たして望ましいのかどうかには、大きな疑問が残る。というのは、モデルが現実か
ら乖離しすぎ、そのモデルから導かれる政策的含意がとうてい実現できないものであるな
らば、実現不可能なものから現実を判断・評価することになるからである。このような意味
から、デムゼッツ (H.Demsets)はそうしたアプローチを「ニルヴァーナ・アプローチ」
(nirvana approach)と呼んで、批判している。 Demsets(1969) p.l. Cf.Eggertsson (1990) 
pp.21,148. 
12)「制度の経済学」と「制度変化の経済理論」の概要については、拙稿 (1994)49-60ページ
においても別の観点から論じてあるので、参照されたい。
13)本節の議論は、基本的に North (1990) Prat Iの議論に基づいているが、 Eggertsson
(1990) ch.lも参考にした。
14)拙稿 (1994)49ページ、脚注19)参照。
15) これは、 H.サイモン (H.Simon)が強調する点である。彼が主張するように、意思決
定者の知識と計算能力が厳しく制限されているとすれば、現実世界と行為者の世界の知覚・
推論とは区別されなければならない。ここに、ノースの主張する主観的知覚モデルの重要性
がある。 Cf.North (1990) p.23 〔邦訳、 30ペー ジ〕．
16)取引費用の問題を初めとして、逆選択、モラル・ハサー ド エー ジヽェンシー問題、インセ
ンティヴ問題など、さまざまな問題がこの点に関係してくる。
17)伝統や慣習から成文法への動きは、単純な社会から複雑な社会への移行を意味し、特化と
分業の増大と関係する。社会の複雑性の増大とともに、制約のフォーマル化（文書化の発達）
の収益率が増大した。 North(1990) p.46 〔邦訳、 62ペー ジ〕．
18)経済理論における契約は単純・完全（瞬時の一元的な生産物の交換）であるが、現代の複
雑な経済における契約は多元的・長期的で、不完全である。契約は交換当事者がより複雑な
組織形態を組織化する方法についての糸口を提供する。 Ibid.,pp.52-53 〔邦訳、 70ペー ジ〕．
19)インフォーマルな制約の発生については、つぎの個所を参照されたい。Ibid.,pp.41-45 〔邦
訳、 55-60ペー ジ〕．
20)執行が不完全であるのは、契約の成果を構成する多くの側面の測定費用が存在すること
と、執行がエージェントによって行われ、その効用関数が結果に影響を与えるからである。
なお、執行の側面をとりわけ強調するのがノースの理論の大きな特徴である。Ibid.,p.54 〔邦
訳、 73ペー ジ〕．
21)フォーマルな第三者執行者とは、契約を破ることが犠牲の大きなものとなるところまで、
違反者が常に被害者を補償しなければならないように、契約の属性の測定・執行を費用をか
けずに行える能力をもった中立的な当事者のこと、である。ところで、契約における第三者
執行の達成は非個人的な交換経済の主要なジレンマである。先進諸国では、効果的な司法シ
ステムに対する信頼感が存在するが、第三世界においては、法的原理の曖昧さ、エージェン
トの行動の不確実性のために、執行の不確実性が存在する。 Ibid.,pp.58-59 〔邦訳、 78-79ペ
ジー〕．
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22) フォーマルな制約とインフォールな制約との混合が、 17世紀イングランドの立憲的形態
の進化を生み出した。それは、長い時間を要する緩やかな発展の過程であった。 Ibid.,pp.59 
-60 〔邦訳、 81ペー ジ〕．
23)制度的枠組みは取引費用を決定するだけでなく、変換費用に対しても、採用される技術に
影響を及ぼすことによって、間接的に影響を及ぼす。 Ibid.,p.64 〔邦訳、 86ペー ジ〕．
24)本節の議論は、基本的に North (1990) Prat Iの議論に基づいているが、 Eggertsson
(1990) ch.Iも参考にした。
25)新古典派的企業においては、企業家の利潤極大化（企業家活動）にはまった＜費用がかか
らないとされるが、企業家の本当の仕事（市場の考案•発見、生産物・生産技術の評価、被
雇用者の活動の積極的管理など）には、不確実性が存在し、情報への投資が必要とされる。
それらは、暗黙知の発展を必要とする。したがって、企業家によって必要とされる種類の知
識と情報は、かなりの部分、特定の制度的文脈によって決まる。 North(1990) pp.76-77 〔邦
訳、 101-102ペー ジ〕．
26)知識と主観的知覚モデルとは双方向的な関係にあり、知識の発展様式が環境に関する知
覚を形づくり、逆にそうした知覚が知識の探求を形づくる。ノースは、これに関連して、西
欧の発展の主要因は純粋科学研究の効用を徐々に知覚したことことであると、主張してい
る。 Ibid.,pp.74-76 〔邦訳、 99-101ペー ジ〕．
27)相対価格の変化（要素価格比の変化、土地に対する資本比率の変化、情報費用の変化、技
術変化など）のいくつかは、分析枠組みに対して外生的であるが、ほとんどは内生的であり、
企業家（政治的、経済的、そして軍事的な）の継続的な極大化努力を反映する。すなわち、
測定と執行の費用に関する知覚の変化や新しい交渉や契約の費用・便益に関する知覚の変
化によって、企業家が技術や知識を獲得するプロセスは相対価格を変化させ、制度変化の要
因となる。 Ibid.,p.84 〔邦訳、 110-111ペー ジ〕．
28)嗜好ないし選好の変化も、相対価格の変化と並ぶ制度変化の重要な要因である。現在これ
については十分な解明はなされていないが、奴隷制度撤廃のケースは選好の変化が重要な
役割を果たした制度変化の典型的な事例である。なぜなら、この制度は南北戦争当時におい
ても依然として有益だったからである。 Ibid.,p.85 〔邦訳、 111-112ペー ジ〕．
29)ノースは、漸進的な制度変化のひとつの歴史的事例として、封建制と荘園制の崩壊を取り
上げている。 Ibid.,p.89 〔邦訳、 117ペー ジ〕．
30) もし制度が取引費用ゼロの枠組みの下に存在するならば、相対価格の変化ないし選好の
変化に応えて、効率的に対応するために、制度は即座に再構成される。そのときには歴史は
重要でない。しかし、もし現在の諸制度に到達するプロセスが重要であり、それが将来の選
択を制約するならば、そのときには歴史が重要となる。 Ibid.,p.93 〔邦訳、 122ペー ジ〕．
31)制度変化と技術変化は、社会的、経済的発展にとって基本的な鍵であり、ともに経路依存
の特性を示す。両者は多くの共通点をもち、収穫逓増は双方にとって不可欠の要素である。
フォーマルな制約とインフォーマルな制約との相互作用、政治組織と経済との相互作用、交
渉力の異なる行為者、そしてインフォーマルな制約の基礎にある文化的遺産などのために、
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閉塞と経路依存はともに、技術の場合よりも制度の場合のほうがいっそう複雑である。
Ibid., pp.103-104 〔邦訳、 136ペー ジ〕．
32)「制度の経済学」、「制度変化の経済理論」の観点から体制移行の問題を直接扱った研究は
今のところその可能性に比べて数が少ないが、たとえばそうした研究として、 Eggertsson
(1994)、Winiecki(1989)、Krasznaiand Winiecki(1995)などが挙げられる。ここでもこれ
らの文献を参考にしたが、とりわけ最後の文献によるところが大きい。
33)当局がシステムを機能させるためのミニマムのルールをいかに完全に制定しようと試み
ても、供給されるものは有効な市場経済の要件によって要求されるものよりも少なく（ルー
ルは、制度構築の遅れにより不完全にならざるをえず）、両者のギャップは時間の経過によ
ってのみ埋め合わせられざるをえない。 Krasznaiand Winiecki (1995) p.240. 
34)通常の環境でもルールは完全には一貫せず、完全には執行されない。しかしながら、移行
経済のフォーマルな諸制約の弱さ（不十分さ）のために、非一貫性と不十分な執行の費用は、
成熟した資本主義市場経済の場合よりも著しく高いと思われる。 Ibid.,p.241. 
35) Sire (1995)は、社会主義と資本主義の両体制における道徳の役割と移行経済における道徳
のもつ意味を取り上げ検討したものであるが、基本的に本稿におけるインフォーマルな制
約の強調に通じる議論が展開されている。
36) これに関連して言えば、市場経済への移行期の最重要な問題は共産主義時代に損なわれ
た国家活動への正当性に対する態度である。 Szymanderski(1995) pp.251-252. 
37)国営商店の 4割から高いところでは 8割において従業員による不正が見られたという。
また、ロシアの大都市において約30%の新生児が産科院で両親に引き取られていないとい
う事実が、数年前に報道された。さらに、共産主義下で出世する方法となっていた密告の問
題や支配層の昇進の決定の恣意性は、「組織において、利己主義者、体制順応者、卑怯者、
そして無節操な人が、勇敢、正直で、あらゆる人の福祉に責任と関心をもつ人々よりも重要
な役割を演じ始める。そうした条件の下では、悪い性格が良い性格を追い出す」という選択
のグレシャムの法則を生み出した。このような風潮のなかで、立身出世と成功一般に対する
社会の態度は、あらゆる成功に対して疑念、不信、悪意を抱くことである。とりわけ競争原
理に基づくシステムヘの移行期においてそうした態度がいかに有害なものになるかは、想
像に難くない。 Winiecki(1989) p.35. 
38)不完全なルール、学習プロセス、および不十分な執行という環境の下では、多くの腐敗の
機会が与えられる。ルールの執行が十分でないということが腐敗を生み出すことは容易に
想像されるが、不完全なルールも同様に腐敗を生み出す。というのは、曖昧で未経験のルー
ル（法）は恣意的な解釈の余地が大きく、それだけ賄賂を引き出す機会が多く与えられるか
らである。 Krasznaiand Winiecki (1995) pp.240, 241. 
39)移行期における違法な、あるいは非道徳的な行動の増大は、政治的抑圧と国家による経済
の管理という二重の足枷を追い払おうとする多くの途上国で起こった。すなわち、経済の国
家管理と政治的専制主義とに同時に苦しむすべての経済において、自由が到来したとき、そ
れは道徳的な機会と非道徳的な機会の双方を増大させる。その意味で、こうした現象は旧ソ
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連・東欧の移行の経済に特有のことではなく、ある程度普遍的なことであるが、人々の目に
は、資本主義市場経済への移行と道徳的な秩序の低下や犯罪の増大とが結びつけられ、すべ
ての経済問題は1989年に始まり、犯罪の増加は道徳的秩序の共産主義者の破壊の遺産では
なく資本主義の贈り物であると混同する人々の数が増大すると、それは社会の発展にとっ
て重大な帰結をもたらす可能性がある。 Ibid.,pp.245-256. 
40)本節の議論は、基本的に Nelsonand Winter (1982) ch.1、Daumaand Schreuder (1991) 
chs.9,10、Murrell(1992a, 1992b)の議論に基づくが、 Poznanski(1993, 1995b, 1995c)の議
論も参考にした。
41) Andersen (1994) pp.16-21には、「進化論的経済学」の現代の歴史に関する簡潔な記述が
みられる。
42) このように、「進化論的経済学」は情報の問題に焦点を当てることによって、個人的・組
織的行動の理論を体系的に明らかにしようとするが、情報の問題は現在主流派の経済学に
おいても中心的な関心事である。 Cf.Stiglitz (1991). 
43)成長と変化のプロセスを強調する進化論的パラダイムの中心には、産業革命以降の富の
急激な増大を推進した力は、イノベーションであるという考え方がある。このイノベーショ
ンには、技術的イノベーション (technologicalinnovation)だけでなく、組織的・制度的
イノベーション (organizationaland institutional innovation) も含まれる。新古典派の
パラダイムは主としてひとつの均衡の枠組み内の配分的効率性 (allocativeefficiency) と
競争に焦点を当てているが、進化論的パースペクテイヴは、成長・変化、したがってイノベ
ーションを強調することで、配分的効率性よりも適応効率性 (adaptiveefficiency)に相対
的に高い重要性を与えている。
44) このことは、単純に組織を合理的な経済人の拡張版としてみなすことはできないことを
意味する。
45) Murrell (1992a) pp.84-85. 
46) Dauma and Schreuder (1991) p.169 〔邦訳、 274ページ〕．なお、そうした情報は個々人
によって所持されているというよりも、むしろ個々人間の継続的な相互作用のなかに保持
されているものとして考えられるべきである。 Murrell(1992b) p.38. 
47)「あらゆる進化論的アプローチにとって基本的な考えは、……ルーティンのヴァリエーシ
ョン（あるいは突然変異）、（ポピュレーション内の企業のサヴァイバル・チャンスにとって
のルーティンの価値にしたがっての）環境による淘汰、そして成功的なルーティンの累積的
保持、である。」 Daumaand Schreuder (1991) p.161 〔邦訳、 260ペー ジ〕．
48) Murrell (1992a) p.85. また、 Nelson(1990)、North(1990) pp.80-82 〔邦訳、 106-108ペー
ジ〕も参照。
49)以下の説明は、 Murrell(1992a) pp.86-92、Poznanski(1993) pp.399-401を参考にしたが、
とりわけ前者によるところが大きい。
50) Murrell (1995) p.93. 
51)ノートン (B.Naughton)は、中国の改革戦略が多くの点で進化論的戦略に合致すること
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を指摘し、その特徴のひとつが旧ソ連・東欧で行われた「計画の放棄」 (droppinga plan) 
ではなく、「計画からの脱皮」(growingout of plan)にあることを強調している。Naughton,
Barry (1995) p.138, Poznanski (1995b) p.xx. 
52)吉井昌彦 (1994)69、72ペー ジ。
53) Murrell (1991)は、新古典派経済学が移行経済の改革のための理論的基礎となりうるか
どうかを論じたもので、極めて刺激的な議論が展開されている。結論的には、新古典派経済
学は改革のための基礎を与える強力な候補にはなりえない。そえゆえ、新しい「情報の経済
学」、「進化論的経済学」などからの提言を改革者は考慮に入れるべきであるというものであ
る。 Murrell(1991) pp.72-74. 
54)こうした観点から、新古典派経済学の「無機的な市場観」に対照させて、大野が「東アジ
アや大陸ヨーロッパの政策担当者たちの多くは、米英の大学では自由放任の経済学を学び
ながらも実際には新古典派に必ずしも立脚しない積極的な経済政策を行ってきた。彼らの
有機的な市場観は新古典派ほどは学問的体裁を整えていないために口承芸術にとどまって
いるが、歴史的にみるとむしろ新古典派のそれよりも多くの国で影響力を持ってきたよう
に思われる。」と述べ、最後に「第二次大戦後の敗戦日本・ドイツにおける経済改革は、……
政策のシークエンシング〔政策実施の順序や速度〕という点に限れば極めて示唆深いものが
ある。生産力の何割かを失い物不足とインフレに陥っていた両国の初期復興政策の特徴は、
基幹産業（石炭および鉄鋼）の生産確保を最優先課題として限られた資源を傾斜的につぎ込
んだこと、それが実現し経済全体が上昇軌道に乗るまで戦前からの経済統制を維持したこ
と、さらに物価安定のためのマクロ的ショック療法はやはり実物経済の改善を待って 3
~4年後に行われたこと、の3点である。」と指摘している点は、極めて示唆的である。
大野健一 (1992)276-277、287ペー ジ。
55)このように情報を重視するという点で類似している反面では、相違点も多い。そのなか
で、とりわけ重要と思われるのは、「制度の経済学」が制度と組織の相互作用を取り上げな
がらも制度的基盤の不十分さが移行費用を引き上げる側面を強調するのに対して、「進化論
的経済学」は個人的・組織的行動から移行経済のプロセスを理解しようとしている点であ
る。こうした両者の相違点や問題点については本稿では触れられていないが、検討に値する
ものであることは言うまでもない。
56)経済学のような社会科学においては、自然科学のように実験ができず、そこに社会科学の
大きな困難のひとつがあると従来一般に言われてきたが、ここにきて、 3つの意味におい
て、この状況に少なからず大きな変化が起きているように思われる。そのひとつは、経済学
のなかで実際に実験が用いられその役割が高まってきていることである。いわゆる「実験経
済学」といわれるものがそれに当たる。 2つ目は、青木昌彦 (1995)の提唱する「比較制度
分析」 (comparativeinstitutional analysis)である。経済システムを理解する理論の発展
により比較制度分析が可能となり、それがひとつの実験の役割を果たしている。そして、最
後に、本稿で取り上げた社会主義経済の崩壊後の市場経済システムヘの移行の「実験」であ
る。移行の経済はこれまでの主流派の新古典派の経済学のもつ本質的な特徴や限界をより
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明確にする機会を提供してくれている。
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